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補助事業実績報告書 

 

※本報告書のほか、事業成果をアピールする資料（パワーポイントや動画等自由書式。最

大３枚/３分程度）を提出すること。 

（※当該資料は、単なる活動報告にしないこと。事業の新規性、研究成果によって得られ

た新たな知見及びそれに基づく政府へのアウトプット・提言等、事業成果について記載す

ること。） 

 

１．基本情報 

事業者名 公益財団法人日本国際フォーラム 

事業分野 ※募集要領にある分野 A～C のいずれかを記入のこと。 

A：国際政治及び国際情勢一般 

事業名及び事業概要 ※事業計画書の該当部分を転載のこと。 

事業名：変わりゆく国際秩序における日本の外交戦略―中国の対外行動分析

枠組みの構築を踏まえて― 

事業概要：経済成長によって中国の国力が増大し、「パクス・シニカ」到来

を視野に入れた国際秩序の変化に注目が集まっているが、中国の対外行動決

定の構造やそれに影響を与える国内要因、外交戦略に対する理解は十分では

ない。本事業は、それらを理解するための分析枠組みを構築し、日本がとる

べき総合的な外交戦略の指針を探る。 

 

 

 

 

 

事業実施期間 ※下記の期間から１つを選択し「○」を記入 

（ ）１年間（令和  年度） 

（ ）２年間（令和  年度～令和  年度）（うち  年目） 

（〇）３年間（令和 ２ 年度～令和 ４ 年度）（うち２年目） 

 



２ 事業の成果（アウトカム） 

評価要綱３の項目につき、以下①、②の自己評価を記載すること（分量は自由）。 

（※ 活動実績の詳細や定量的実績は下記「３－１」～「４－２」の欄に記載するこ

と。） 

① どのように取り組み、どのような成果があったか（工夫を凝らした点、前年度の事業か

ら改善した点を含む）。 

② どの部分につき進展・成果が不十分であったか。その原因、次年度での改善方法。 

 

（１）補助事業の成果  

（基礎的情報収集・調査研究） 

 他の類似事業と比べて新規性があったか。研究成果により新たな知見が得られたか。 

① 本事業は、力の分布の変化の担い手である中国の対外行動に影響をあたえる国内要素を描き出

し、国内政治という背景の下で、中国の対外行動を観察し理解するための分析枠組みを提示する

ことにある。これまでの日本における中国研究も、様々な分野の政策過程を分析し、誰がどのよ

うに政策過程に関与しているのか、その特質を描き出すことに努めてきた。しかし、習近平指導

部の下で生じた国内政治と外交の変化を踏まえて、中国の対外

行動に影響をあたえる国内要素を、政策過程分析の枠組みを用

いて体系的に描いた研究はほとんど存在しない。本事業は、誰

がどの様に中国の対外行動に影響をあたえているか、そしてそ

の変化を説明するための分析枠組みを提示しようとしていると

ころに新規性がある。そしてその目的を達成するために、本年

度、本事業の「定例研究会合」では、これまで日本の中国の政

策決定過程研究を担ってきた第一人者を外部講師として招き、中国の「対外援助」、「産業政

策」、「エネルギー政策」、「海洋政策」、「電気通信事業改革」等の政策過程について協議を

行い、まずはこれまでの日本の現代中国研究が継続的に取り組んできた中国の政策決定過程研究

の蓄積を再整理し、さらに本事業の最新の研究成果を加えることによって、日本の新しい中国の

政策決定過程研究の基礎を固めることができた。 

さらに、本事業はその達成しようとする目的の範囲の広さに鑑み、若手からシニア、さらにあら

ゆる分野の中国研究者がメンバーとして集結し実施している。本事業では、これら一人一人が、初

年度より、右図の政策過程のサイクルという分析枠組を用いつつ、それぞれが担当するテーマにお



ける中国政策決定過程の分析を行っている。本年度は、「定例研究会合」の回数を増やし、主に以

下のリストのテーマのとおり、すべてのメンバーがその最新の研究成果を報告し、かつ全体で協議

することによって、その内容を精緻化することができた。なお、以下リストの分担のもとで各メン

バーは論考を取り纏め、最終年度はそれらを収録した書籍を刊行する。 

●飯田 将史 防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

 「中国によるスカボロー礁支配の政策過程」 

 「SARS とコロナをめぐる中国外交」 

●井上 一郎 関西学院大学総合政策学部教授 

「SARS との比較における新型コロナ感染症と中国の政策決定」 

「感染症がもたらす危機と中国外交」 

●林 載桓 青山学院大学国際政治経済学部教授 

 「軍民融合政策の政策過程」 

●江口 伸吾 南山大学外国語学部教授 

「中国の農村地域政策と『農業外交』」 

「基層社会における『網格化管理』の展開と社会ガバナンス 

●大澤 武司 福岡大学人文学部教授 

「習近平政権の対日外交と歴史問題」 

●熊倉 潤 法政大学法学部准教授 

「習近平時代の反テロ政策」 

●小嶋 華津子 慶應義塾大学法学部教授 

「中国の個人情報保護法成立過程」 

●下野 寿子 北九州市立大学外国語学部教授 

 「習近平時代の恵台政策と地方政府」 

●城山 英巳 北海道大学大学院メディア・コミュニケーション研究院教授 

「駐京大使館『人権外交』と習政権下の対応」 

●諏訪 一幸 静岡県立大学国際関係学部教授 

 「統一戦線工作と中国外交－工作対象の視点から－」 

●内藤 寛子 日本貿易振興機構アジア経済研究所研究員 

「中国の環境保護政策の政策過程」 

●廣野 美和 立命館大学グローバル教養学部准教授 

「中国国連平和維持活動における政策過程」 



「国際人道支援としての中国コロナ外交 

●真家 陽一 名古屋外国語大学教授 

「中国の知的財産権政策」 

●Vida Macikenaite 国際大学国際関係学研究科講師 

「中国の北極政策」 

●山﨑 周 キヤノングローバル戦略研究所研究員 

「中国のエネルギー外交の政策決定過程」 

「コロナ禍における中国の豪州に対する強硬姿勢」 

●渡辺 直土 熊本大学文学部准教授 

「共産党政権における感染症対策と基層社会のガバナンス」 

 

以上のほかに、「定例研究会合」には、元中国大使など対中国外交に携わってこられた実務者の

方々を外部講師として招き、これまでの経験を聴取するとともに本事業で進めている調査・研究内

容について意見交換を行うなどした。さらに各「定例研究会」には、広く各省庁などから現役の実

務者の方々がゲスト参加しており、それらの方々からのメンバーの報告に対するコメントなども受

け、これらによって本調査・研究内容が実際の外交政策と乖離せずに、その内容の精緻化をするこ

とができた。さらに、報告者の報告要旨など「定例研究会合」の成果は、後述のとおりホームペー

ジや機関誌などで公開している。これらに対して一般読者からのコメントが届くなどしており、本

事業の実施が、事業テーマである中国の対外行動を明らかにしようとする努力に対するオールジャ

パンの体制構築のきっかけとなり始めている。こうした点は、日本の各界、各層との連携、日本国

民の外交・安全保障問題に関する理解増進にも大いに寄与することができた。 

さらに本事業では、国内大手企業の調査部の方々との「非公開協議」を実施している。これらは

完全非公開のために日時、内容などは割愛せざるを得ないが、中国に進出している企業関係者と中

国の動向について忌憚のない意見交換を行った。企業では詳細な現地の実情など多くの情報をもっ

ており、それが本事業のメンバーが持つ長いタイムスパンによる中国研究の結果と組み合わせるこ

とで、双方にとって新たな中国理解ができるようになった。このことも、オールジャパンの体制構

築、日本国民の理解増進に寄与している。以上、本事業により、当方の情報収集・調査分析能力を

強化・向上させ、かつそれらの成果をしかるべく全世界に発信することができた。 

② 前述のとおり、本事業の進展に必要な調査研究を、「定例研究会合」の開催を重ねることで十二分

に得ることができた。次年度は、それぞれ担当の調査研究に必要な視点は十二分に得られている

ため、それを研究メンバー全体で共有しかつ一つに統合していく作業を更に進めていきたい。 



（諸外国シンクタンク・有識者との連携の強化）  

 研究過程における諸外国シンクタンク・有識者等（在日の有識者、外交官、外国メディ

ア関係者を含む）との定期的な討論や共同研究等を通じ、諸外国の視点を取り入れた調

査研究や、日本の立場や見解に関する外国シンクタンク・有識者等による理解の増進に

取り組んでいるか。 

(※ 活動内容のみではなく、外国シンクタンク・有識者との連携がどれほど、どのよう

に深められたかを総括的に記載すること。) 

① 今年度本事業では、中国の外交政策決定に一定の影響力をもつ北京大学国際戦略研究院と共催

で、非公開による日中座談会を 3 回実施した。昨年度までは固定的なメンバーにて議論を行って

いたが、本年度はよりテーマに応じて新たな専門家を加えながら実施しており、実際に中国側か

らは中国社会科学院アジア太平洋・グローバル研究院大国関係研究室、復旦大学米国研究センタ

ーなどからも参加するようになった。本年度は中国側からの要請で、「日米首脳会談後の日米関

係」、「東アジアの経済秩序」、「アフガニスタン情勢」について議論を行ったが、いずれも忌憚の

ない率直な意見交換の場となり、中国側の関心事を知ることができた。これらを実現できたの

は、当フォーラムが長年にわたり中国のシンクタンク・有識者との間で真摯に協議を積み重ね、

相互信頼の関係にあるためと言えるが、こうした積極的な対話を継続していることで、新たな参

加者が加わり、かつメディアなどを通じてその活動が日中双方に一層広がり、結果としてそれが

中国との間でより良質な協議を行い、関係の深化やあらたな関係の構築にもつながっている。 

またほかに、中国の対外政策に影響を及ぼしている主要なシンクタンクである中国社会科学院ア

ジア太平洋・グローバル戦略研究院などが主催する国際シンポジウム“The International Relations 

of Winter Olympics and Northeast Asia Cooperation Forum”に、日本の代表者を派遣し、中国の代

表的な研究者、実務家、また韓国、モンゴルなどからのパネリストと英語で報告および協議を行

った。本シンポジウムに参加することで、特に中国側のシンクタンク、研究者との間で忌憚のな

い議論を行う環境整備に繋がり、当フォーラムと中国側シンクタンとの信頼構築につながった。

当日の議論では、中国側との認識が一致することはなかったが、冬季オリンピックという機微な

問題についても議論する日本側のパイプとしての当方の役割を益々確立することにつながった。

また参加した若手研究者の英語による発信強化、さらに後述のとおり、本シンポジウムは複数の

中国メディアが参加しており、特に新華社通信において派遣者のコメントが紹介されるなどし、

若手研究者の育成、さらに日本の主張の世界への積極的配信と国際世論形成に参画することにつ

ながった。 



 

以上のとおり、本事業では CPTTP などを含めた東アジアの経済秩序、アフガニスタン情勢、

各国からの北京冬季オリンピックに対する外交ボイコットが注目されるなかでの冬季オリンピッ

クのあり方など、機微な問題について議論していること自体が特筆すべきことであると言える

が、さらに本事業の推進によって、日本の主張をそれら参加者を通じて中国側の政策決定者にも

伝えることができた。これらの結果は、当方のホームページなどでも積極的に公開・発信してい

るが、同じく共催した中国側シンクタンクにおいてもホームページなどを通じて積極的に公開・

発信されている。さらに参加した中国通信社の新華社通信でも取り上げれたことで広く中国メデ

ィアでも取り上げられ、日本の主張の世界への積極的な発信にもつながり、さらに国民の外交・

安全保障に関する理解増進に貢献し、国際社会世論形成に貢献することができた。 

② 前述のとおり、本事業の進展に必要な諸外国シンクタンク・有識者等との連携強化は十二分にな

されている。ただし、諸外国のシンクタンクが主催するシンポジウムなどに派遣する機会をより

増やすことができれば、さらなる関係の構築などの可能性を広げることができるだろう。この点

は、すでに次年度におけるシンポジウムの招待などは複数受けており、それらに積極的に参加す

ることで改善していきたい。 

（日本の主張の世界への積極的発信と国際世論形成への参画） 

 インターネットによる広報やセミナー・シンポジウムの実施・参加及等を通じ、日本の

主張の国際社会への発信が積極的になされたか。その結果として国際世論の形成に参画

することができたか。 

(※活動内容のみではなく、どのような発信が、どのように国際世論の形成への参画につ

ながったかを総括的に記載すること。) 

① 本事業では、日本の主張の世界への積極的発信と国際世論形成への参画に向けて、「日本語、英

語、中国語による論考の発表」、「『JFIR Report：中国の対外行動を突き動かす力学』の発行」、

「日本語・英語ホームページおよびメールマガジン、機関誌『日本国際フォーラム』による事業成

果の公開・発信」、「共催したセミナーなどに対する海外シンクタンクにおける公開・発信」を実

施した。「日本語、英語、中国語による論考の発表」では、研究メンバーにより以下計 5 本のコメ

ンタリー（論考）を執筆し、ホームページにて公開するとともに、メールマガジンなどでも配信し

た。さらにそれらを英訳および中国語にも訳して、英語ホームページや英語メールマガジンなどで

も配信し、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進とともに、日本の主張の世界への積極的発

信と国際世論形成への参画に寄与した。特に中国に対しては、中国語訳の論考を発表することで、



中国の幅広い層に日本の主張を伝えることにつながっている。なお前述のとおり、各研究メンバー

は、それぞれの分担のもとで調査・研究を進めその成果を論考として纏めようとしている。それら

は最終年度に書籍として刊行するため、実際には以下 5 本以外にも多くの論考の執筆が進められて

いる。 

●「習近平政権下の『歴史認識』変容―『負の歴史』『政治スタイル』 『対外方針』めぐり―」 

城山 英巳 北海道大学大学院メディア・コミュニケー ション研究院教授 

●「中央地方関係から恵台 31 条を考える―廈門市の事例を中心に―」 

下野 寿子 北九州市立大学外国語学部教授 

●「中国の基層社会における『網格化管理』の展開と社会ガバナンス－新型コロナウィルス感染症の

パンデミックを契機として－」 

江口 伸吾 南山大学外国語学部教授 

●「習近平政権の対日外交と歴史問題―『南京事件』追悼の国家公祭化に関する初歩的考察の『草

案』―」 

大澤 武司 福岡大学人文学部教授 

●「習近平の統一戦線工作」 

諏訪 一幸 静岡県立大学国際関係学部教授 

 

「『JFIR Report：中国の対外行動を突き動かす力学』の発行」では、前述の各メンバーが執筆

した「コメンタリー」のほか、各定例研究会および公開ウェビナーなどの内容を記録したメモを収

録した『JFIR Report：中国の対外行動を突き動かす力学』を刊行しホームページで公開するなど

し、本事業の詳細を積極的に公開している。これによって、国民の外交・安全保障問題に関する理

解増進とともに、日本の主張の世界への積極的発信と国際世論形成への参画に寄与した。 

「日本語・英語ホームページおよびメールマガジン、機関誌『日本国際フォーラム』による事業

成果の公開・発信」では、本事業の活動成果を、ホームページに特設ページを開設して公開し、ま

た日本語・英語メールマガジン、機関紙『日本国際フォーラム会報』にて広く世の中に公開・発信

を行い、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進とともに、日本の主張の世界への積極的発信

と国際世論形成への参画に寄与した。 

「共催したセミナーなどに対する海外シンクタンクにおける公開・発信」では、中国側シンクタ

ンクと共催の各種のセミナー、シンポジウムなどについて、共催側の中国側シンクタンクのホーム

ページなどでも広く公開され、発信された。これらの会合における日本側からの発言などが中国側

でも紹介されることで、日本の主張の世界への発信とともに、中国国内における日本の主張の拡



散、また対日政策にも影響を及ぼすことに寄与している。 

 

このように本事業では、実施した情報収集・調査分析の成果として、各メンバーが日本語、英

語、中国語にてコメンタリーを執筆し、後述で記載のとおりホームページや各種の広報を通じて適

切に全世界に向けて発信を行った。また、それら当方主体の広報だけでなく、セミナー・シンポジ

ウムなどを、中国側シンクタンクと適切な協議のもとで共催することで、それらの成果は相手側シ

ンクタンクのホームページなどでも公開・発信され、諸外国の視点を取り入れつつ日本の立場や見

解を諸外国カウンターパートに深く理解させることにも寄与している。これらの成果から、本事業

は日本の主張の世界への積極的発信と国際世論形成への参画に寄与しているといえる。 

③  前述のとおり、本事業の進展に必要な日本の主張の世界への積極的発信と国際世論形成への参

画は十二分になされている。ただあえて述べると、より一層の英語および中国語による論考の発

表、また動画配信などを行うことができれば、より日本の主張の世界への発信につながる可能性

がある。この点は、最終年度においては、その回数を増やすことで改善しようとしており、すで

その算段もついている。 

（国民の外交・安全保障問題に関する理解増進） 

 インターネットによる広報やセミナー・シンポジウムの実施・参加等を通じ、国民の外

交・安全保障に関する理解増進に取り組んだか。また、その反響があったか。 

(※活動内容のみではなく、どのような活動がどう国民の理解を増進したのか、どのよう

な反響があったかを総括的に記載すること。) 

① 本事業では、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進に向けて、オンラインによる「シリー

ズセミナー：中国を如何に捉え、どう向き合うか―中国の対外行動を突き動かしているダイナミ

クスを読む」の開催、オンライン公開ウェビナー「2035 年の中国ー坂の上の雲か坂の下の淵か」

の開催した。 

「シリーズセミナー：中国を如何に捉え、どう向き合うか―中国の対外行動を突き動かしてい

るダイナミクスを読む」は、本事業で得た最新の知見や研究成果を広く世の中に発表すべく 2021

年 8 月より毎月 1 回のペースで全 6 回開催したが、それらは国民の外交・安全保障問題に関する

理解増進のために様々な工夫をして実施した。まず、毎回のテーマを、「コロナ後の中国をどう捉

えるのか」「中国の地方の動きをどう捉えるのか」「中国の国家安全をどう捉えるのか」「習近平の

『新しい政策』をどう捉えるのか」（軍民融合政策、国際人道支援政策）、「米中間の対立と相互依

存をどう捉えるのか」、「習近平の『歴史決議』をどう捉えるのか」として、一般的には調べ難い



内容であるが関心が高まっているテーマをできるだけ設定した。さらに、1 回のセミナーの時間

を、2 名の報告者による 10 分づつの報告（20 分）、1 名のコメンテーターによるコメントおよび

報告者からの返答（20 分）、視聴者からの質問・コメントおよび報告者からの返答、さらにモデ

レーターによる総括（20 分）、の計 60 分で終了するよう実施した。これによって、必ずしも必要

のない補足説明や話しの脱線を防ぎ、視聴者を含む参加者全員が初めから最後まで集中して参加

できるようにした。また質疑応答でも、類似のオンラインセミナーでは、同じような質問ばかり

が寄せられたり、必ずしも会合の内容と関係がない質問が出されるなど間延びしてしまう傾向に

あるが、本セミナーでは時間的にすべての質問それぞれに返答ができないこともあり、モデレー

ターが類似の質問を纏めるなど的確な交通整理がなされてより焦点を当てた議論ができるように

なっている。視聴者からは、これら本セミナーの開催形式で工夫した点について賛辞が多く寄せ

られた。例えば、ある研究者からは「是非このセミナーの形式を大学の研究会でも使わせていた

だきたい」と時間配分などの詳細に対する問い合わせを受けたり、2022 年 4 月以降もこのシリー

ズセミナーを継続してほしいとの要望、さらに様々な研究者や有識者から報告者として登壇した

いとの要望も複数寄せられている。なお、本セミナーの案内は当フォーラムのホームページおよ

びメールマガジンの他、国際安全保障学会、アジア政経学会をはじめとする学会や団体などでも

告知を行った。さらに当日の報告および議論の概要を要約したメモを当方のホームページ、印刷

物である『日本国際フォーラム会報』、メールマガジンなどでも積極的に公開・配信している。こ

のように、本セミナーの実施によって、一般的には知りうることが困難な個別テーマにおける最

新の中国動向等についての国民の理解増進に寄与し、さらにその成果を広く公開・発信すること

で日本の主張の世界への発信と国際世論形成への参画にも寄与している。さらに、本セミナーで

は、毎回 250 名近い視聴の申し込みを受けるなど高い注目を受けたが、これによって対中国政策

に対して、国民全体を巻き込んだオールジャパンの体制構築にも寄与できている。 

本事業ではさらに、中国を長期的に展望する手がかりを得るために、慶應義塾大学現代中国研

究センターおよび防衛研究所からの協力（共催）をうけ、一般公開による JFIR 公開ウェビナー

「2035 年の中国ー坂の上の雲か坂の下の淵か」（2022 年 3 月 14 日 15 時～16 時 45 分、オンライ

ン形式）を主催した。本ウェビナーの案内は、当フォーラムのホームページおよびメールマガジ

ンの他、国際安全保障学会、アジア政経学会をはじめとする学会や団体などとともに、共催機関

の慶應義塾大学現代中国研究センターのホームページでも告知を行った。こうした活動によっ

て、多数の参加者が参加し、かつこれまで当方のみの会合には参加していなかった新たな参加者

が加わるなどしており、今後の当方の活動成果をさらに国内に広めることに繋がり始めている。



さらに当日の報告および議論の概要を要約したメモを当方のホームページ、印刷物である『日本

国際フォーラム会報』、メールマガジンなどでも積極的に公開・配信している。これらによって、

国内の中国研究機関同士の横のつながりを強化することに寄与し、またその知見を共有すること

で、それぞれの基礎的情報収取・調査研究能力の向上にも寄与した。さらにウェビナーにおける

報告・議論の要約を広く公開することで、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進にも大い

に寄与することができた。 

他に当方では、当方のホームページに本事業特設ページ

（https://www.jfir.or.jp/studygroup/sg3/）を設置し、本事業の成果、情報収集・調査分析、国内

および海外の有識者、メディアなどとの討論、セミナー・シンポジウム、事業の成果として執筆

されたコメンタリーなどを一般にわかりやすくかつ使いやすい形で掲載している。特に研究メン

バーによって執筆された「コメンタリー」（論考）は、日本語だけでなく、英語、および中国語版

も作成し、それらは英語版ホームページの本事業特設ページ

（https://www.jfir.or.jp/en/studygroup/sg0/）で公開している。 

さらにこれらは、それぞれ全世界約 1 万人の登録者に配信している日本語メールマガジンの

『メルマガ日本国際フォーラム』

（ https://www.jfir.or.jp/jp/mailmagazine/#magazine_anchor ）、英語メールマガジンの『JFIR 

E-Letter』（ https://www.jfir.or.jp/en/mailmagazine/#e_letter ）で配信を行った。また、前述の

シリーズセミナーなど、本事業で実施した活動内容を、当フォーラムの機関紙『日本国際フォー

ラム会報』（季刊）にて内容を紹介した。『日本国際フォーラム会報』は、精選されたわが国各界

のオピニオン・リーダー約３千人以上に配布するとともに、前述の当フォーラムのホームページ

で全文公開し、さらに「メルマガ日本国際フォーラム」でも配信している。 

これらによって、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進だけでなく、日本の主張の世界

への積極的発信と国際世論形成への参画に大いに寄与することができた。さらには、国内、海外

における有識者、研究機関に一層当方の活動が認知され、各種の共同研究の依頼を受けるなど、

国内外のネットワークの構築にもつながった。またこれによって、これまで当方の活動を認識し

ていなかった国内外の方々に当方が認知され、例えばメールマガジン購読者数の増加につなが

り、さらに各種の共同研究の依頼、特にメンバーの若手また首都圏以外在住の研究者に対する照

会を受けるなど、当方機関の強化だけでなく、国内研究者の活躍の場を広げることに大いに寄与

することができた。 

② 前述のとおり、本事業では、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進に向けて様々な工夫が

https://www.jfir.or.jp/jp/mailmagazine/#magazine_anchor
https://www.jfir.or.jp/en/mailmagazine/#e_letter


なされており、またホームページ、メールマガジン、SNS などの活用もなされ、購読者数やセミ

ナーの視聴者数は増加し、また実際の好評のコメントなども寄せられている。次年度は、リアル

タイムのオンライン会議の開催のみならず、より録画の動画配信なども積極的に実施していくこ

とで、より多くの方に成果広報ができるように努める。 

（２）補助事業の実施体制及び実施方法 

 若手、女性、地方在住研究者を積極的に登用しているか。若手研究者の育成（英語によ

る発信力の強化を含む。）に取り組んでいるか。 

① 本所用の研究メンバーの内訳をみると、全体で 22 名のことろ、うち若手研究者数 11 名（全体の

50％）、うち女性研究者数 5 名（全体の 22.7％）、うち首都圏以外の研究者数 9 名（全体の

40.9％）であり、この数値だけみても、類似の事業よりも積極的に若手、女性、地方在住研究者

を登用していることがわかる。そして、これらすべてのメンバーがそれぞれの担当するテーマが

割り当てられ、全メンバーが「定例研究会合」にて報告、ほぼ全メンバーが一般公開のセミナー

である「シリーズセミナー：中国を如何に捉え、どう向き合うか―中国の対外行動を突き動かし

ているダイナミクスを読む」でパネリストとしての登壇の機会を得ている。 

また全メンバーが現在執筆中のものも含めて「コメンタリー」（論考）を執筆し、それの英語版、

中国語版も作成して、1 万人の登録者がいる当方の英語メールマガジンによって広く世界に対外

発信も行っている。 

また本年度は、中国社会科学院アジア太平洋・グローバル戦略研究院などが主催する国際シン

ポジウムにメンバーを派遣し、中国の代表的な研究者、実務家、また韓国、モンゴルなどからの

パネリストと英語で報告および協議を行い、参加した若手研究者の英語による発信強化に努め

た。さらに本シンポジウムは複数の中国メディアが参加しており、特に新華社通信において派遣

者のコメントが紹介されるなどし、若手研究者の育成、さらに日本の主張の世界への積極的配信

と国際世論形成に参画することにつながった。 

他に、当フォーラムでは、若手研究者育成プログラム「JFIR ライジングスタープログラム

（JFIR Risng Star Program: JRSP）」を実施している。同プログラムは、次世代を担う若手専門家

を発掘・育成し、今後、日本の基本的立場や考え方などを国内外に広く発信できるオピニオンリ

ーダーに育て上げ、もって、日本の対外発信能力の強化を図ることを目的とする。本事業では、

同プロジェクトに属する若手研究者 1 名を本事業に加えて、すべての事業に参加させ、次世代の

若手の育成をおこなっている。 



② 前述のとおり、本事業では若手、女性、地方在住研究者を積極的に登用している。次年度では、

若手の登用をさらに積極的におこなうことで、より一層の日本の中国研究の裾野を拡大すること

ができる可能性が高い。次年度は例えば本事業のメンバーに限定せずに、若手の研究者、外務

省、さらにメディアや企業関係者の若手を交えて非公開のセミナーなどを実施する予定である。 

 複数の分科会や研究会がある場合、それらの間の有機的な連携が取れているか。 

特になし 

 

 外務省等の関係部局とのコミュニケーションを構築し、政策立案上のニーズを把握し、

それを踏まえて効果的にアウトプット・政策提言を行ったか。 

① 前述のとおり、例えば事業で実施した「定例研究会合」には、元中国大使など対中国外交に携わ

ってこられた実務者の方々を外部講師として招き、これまでの経験を聴取するとともに本事業で

進めている調査・研究内容について意見交換を行うなどした。さらに各「定例研究会」には外務

省はじめ、広く各省庁などから現役の実務者の方々がゲスト参加しており、それらの方々より、

各メンバーの報告などに対するコメントなどを受けこれらによって本調査・研究内容が実際の外

交政策と乖離せずに、その内容の精緻化をすることができた。そして、同じく前述のとおり、本

事業は多くの公開セミナー、またメンバーによる「コメンタリー」（論考）の発表を行い、効果的

なアウトプットを行っている。 

② 次年度も引き続き、「定例研究会合」には外務省関係者をゲストとして招き、コミュニケーション

の場を構築していくいく。また前述のとおり、次年度は特に若手に限定して、研究者、外務省、

さらにメディアや企業関係者を交えて非公開のセミナーなどを実施する予定である。 

（３）補助金の使用  

 補助金は効率的に使用されているか。 

① 未だに新型コロナウイルスの世界的流行が続いているため、当初予定されていた海外調査、また

現地での国際シンポジウムの開催、さらには海外からの招聘および東京での国際シンポジウムを

実施することがきなかった。このような状況に鑑み、旅費・招聘費の大部分、および海外からの

来日を想定して確保していた会議費用の一部を、研究会メンバーの拡充、また各種のオンライン

会合を実施するための費用に充てるなど、補助金を適切に必要なところに投入することで、結果

的により一層の事業成果を得ることができた。 

② 特段の改善点はないが、次年度も、新型コロナウイルス感染拡大による渡航制限の動向をにらみ



ながら、事業計画を遺漏なく遂行するために、補助金の効率的な使用に努めたい。 

 補助金の適正な執行・管理のために十分な体制がとられたか（管理者による予算全体の

配分・管理や支出の適正性を判断する担当者と実際の支出を承認する担当者の区分等）。 

① 予算は事務局内の稟議を得て、事業統括者（日本国際フォーラム理事長）の決裁のもと執行

している。予算全体の配分・管理、支出の適正性については、理事長、総務主幹、研究主幹で常

時執行状況を確認しながら、適宜協議して判断している。 

② 補助金の執行金額が膨大なため、支出金額や振込対象の正誤の確認に時間がかかることがあった

ため、次年度は電子精算システムを導入し、予算執行の簡素化・効率化を図る。 

 

 

 

３－１ 事業の実施状況・成果 

※以下の４つのカテゴリーに沿って、具体的な実施状況（日時、場所、参加者/参加人数、

テーマ、調査、議論や対外発信の概要、成果等）について記載すること。（分量自

由） 

 

１．基礎的情報収集・調査研究 

本事業では、基礎的情報収集・調査研究として、研究メンバーおよび外部専門家、省庁関係者、

また企業関係者などによるゲストをお招きして、本事業テーマに基づいて報告および議論を行う

「定例研究会」を以下のとおり 13 回実施した。また本事業では、一部の研究メンバーにおいて、

本事業のテーマのなかでも特に中国共産党による一党支配体制がコロナ感染症のパンデミックにど

の様に向き合ったのか、具体的には、一党支配体制の外から来た危機としてのパンデミックに対す

る共産党（習近平指導部）の応答を政治、経済、社会、対外行動（外交）の 4 つの領域毎に検証し

て、習近平指導部の下での政治外交の特質を描き出し、共産党による一党体制の現状を論じること

に焦点を当てた。これらのチームは別途「感染症と国家能力プロジェクト」と名称し、同チームに

よる計 3 回の「定例研究会」を実施した。他に、本事業では、国内大手企業の調査部の方々との非

公開協議を実施した。なお、定例研究会合での報告の概要などは当フォーラム・ホームページの本

事業特設ページ（https://www.jfir.or.jp/studygroup/sg3/）にて掲載し、公開している。 

 

 



【定例研究会合】 

第 1 回定例研究会合 

●日時、場所：2021 年 5 月 6 日 19 時～21 時、 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：北野尚宏・早稲大学教授の報告、自由討議及び研究会運営に関する協議 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

高原 明生  東京大学教授 /日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

伊藤 亜聖  東京大学准教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

大澤 武司  福岡大学人文学部教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

小嶋華津子  慶應義塾大学法学部教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

諏訪 一幸  静岡県立大学教授 

Vida Macikenaite 国際大学准教授 

山﨑  周  キャノングローバル戦略研究所研究員 

他外務省からのゲストなど総勢 40 名 

●議論／研究内容の概要： 

外部講師の北野尚・宏早稲大学教授より

「中国の対外援助の政策過程」をテーマに

報告され、出席者との間で意見交換がなさ

れた。 

 

 

  

                           報告する北野教授 

第２回定例研究会合 

●日時、場所：2021 年 6 月 3 日 19 時～21 時 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 



●テーマ：外部講師※の真家陽一・名古屋外国語大学教授の報告、自由討議など 

           ※真家陽一教授は、この会合以降研究メンバーとして本事業に加わった。 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

高原 明生  東京大学教授 /日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

林  載桓  青山学院大学教授 

大澤 武司  福岡大学人文学部教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

小嶋華津子  慶應義塾大学法学部教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

Vida Macikenaite 国際大学准教授 

山﨑  周  キャノングローバル戦略研究所研究員 

他外務省からのゲストなど総勢 35 名 

●議論／研究内容の概要： 

メンバーの真家陽一・名古屋外国語大学教授より

「中国の産業政策の策定過程～中国製造 2025 を中

心に」と題して報告を受け、その後全体で協議を

行った。真家教授の報告内容は次のリンクのとお

りである。 

 https://www.jfir.or.jp/studygroup_article/5903/ 

  

第３回定例研究会合 

●日時、場所：2021 年 7 月 15 日 19 時～20 時 30 分 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：外部講師の小山堅・日本エネルギー経済研究所専務理事・首席研究員の報告、自由討議

など 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

大澤 武司  福岡大学人文学部教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

 



城山 英巳  北海道大学教授 

諏訪 一幸  静岡県立大学国際関係学部教授 

真家 陽一  名古屋外国語大学教授 

山﨑  周  キャノングローバル戦略研究所研究員 

他外務省からのゲストなど総勢 29 名 

●議論／研究内容の概要： 

外部講師の小山堅・日本エネルギー経済研究所専務理事・首席研究員より「中国エネルギー情勢の

展望と課題」と題して報告を受け、その後全体で協議を行った。 

 

第４回定例研究会合 

●日時、場所：2021 年 9 月 2 日 19 時～20 時 30 分 

  国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：外部講師の竹原美佳・石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）調査部調査 

     上席研究員の報告、自由討議など 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学外国語学部教授 

大澤 武司  福岡大学人文学部教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

内藤 寛子  日本貿易振興機構アジア経済研究所研究員 

廣野 美和  立命館大学グローバル教養学部准教授 

真家 陽一  名古屋外国語大学教授 

Vida Macikenaite 国際大学国際関係学研究科講師 

山﨑  周  キャノングローバル戦略研究所研究員 

新田 順一  慶應義塾大学特任助教 

他外務省からのゲストなど総勢 33 名 

●議論／研究内容の概要： 



外部講師の竹原美佳・石油天然ガス・金属鉱

物資源機構（JOGMEC）調査部調査課上席研

究員より「中国のエネルギー需給、市場の変

化」と題して報告を受け、その後全体で協議

を行った。竹原上席研究員（右写真）の報告

内容は次のリンクのとおりである。 

 

https://www.jfir.or.jp/studygroup_article/6116/ 

 

第５回定例研究会合 

●日時、場所：2021 年 10 月 7 日 19 時～21 時 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：外部講師の大嶋英一・星槎大学教授の報告、自由討議など 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

高原 明生  東京大学教授 / 日本国際フォーラム評議員・上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学教授 

大澤 武司  福岡大学教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

小嶋華津子  慶應義塾大学教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

内藤 寛子  日本貿易振興機構アジア経済研究所研究員 

廣野 美和  立命館大学准教授 

真家 陽一  名古屋外国語大学教授 

Vida Macikenaite 国際大学国際関係学研究科講師 

山﨑  周  キャノングローバル戦略研究所研究員 

新田 順一  慶應義塾大学特任助教 

他外務省からのゲストなど総勢 38 名 



●議論／研究内容の概要： 

外部講師の大嶋英一・星槎大学教授（右写真）より「中国海洋

政策の決定過程－南沙諸島への進出」と題して報告を受け、そ

の後全体で協議を行った。大島教授の報告内容は次のリンクの

とおりである。 

   https://www.jfir.or.jp/studygroup_article/6803/ 

 

第６回定例研究会合 

●日時、場所：2021 年 11 月 4 日 19 時～21 時 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：外部講師の佐々木智弘・防衛大学校教授の報告、自由討議など 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

高原 明生  東京大学教授 / 日本国際フォーラム評議員・上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学教授 

大澤 武司  福岡大学教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

小嶋華津子  慶應義塾大学教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

諏訪 一幸  静岡県立大学国際関係学部教授 

内藤 寛子  日本貿易振興機構アジア経済研究所研究員 

廣野 美和  立命館大学准教授 

真家 陽一  名古屋外国語大学教授 

Vida Macikenaite 国際大学国際関係学研究科講師 

山﨑  周  キャノングローバル戦略研究所研究員 

新田 順一  慶應義塾大学特任助教 

他外務省からのゲストなど総勢 28 名 

https://www.jfir.or.jp/studygroup_article/6803/


●議論／研究内容の概要： 

外部講師の佐々木智弘・防衛大学校教授より「電

気通信事業改革の政治過程にみる所管官庁の影響

力行使」と題して報告を受け、その後全体で協議

を行った。佐々木教授（右写真）の報告内容は次

のリンクのとおりである。 

https://www.jfir.or.jp/studygroup_article/6809/ 

 

第７回定例研究会合 

●日時、場所：2021 年 12 月 16 日 19 時～21 時 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：本事業の成果として、2023 年 3 月までに刊行予定の書籍についての検討、各メンバー

から執筆する論文について報告、意見交換 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授※ 

江口 伸吾  南山大学外国語学部教授 

大澤 武司  福岡大学人文学部教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

小嶋華津子  慶應義塾大学教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

Vida Macikenaite 国際大学国際関係 

学研究科講師 

新田 順一  慶應義塾大学特任助教 

   など総勢 19 名 

●議論／研究内容の概要： 

本事業の成果として、2023 年に刊行する予定の書籍についての検討を行い、かつ各メンバーより

それぞれ執筆する論文について報告を受けた。 

 

https://www.jfir.or.jp/studygroup_article/6809/


第８回定例研究会合 

●日時、場所：2022 年 1 月 27 日 19 時～21 時 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：外部講師の高橋邦夫・日本総研国際戦略研究所副理事長の報告、自由討議など 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

高原 明生  東京大学教授 / 日本国際フォーラム評議員・上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学教授 

大澤 武司  福岡大学教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

小嶋華津子  慶應義塾大学教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

諏訪 一幸  静岡県立大学国際関係学部教授 

内藤 寛子  日本貿易振興機構アジア経済研究所研究員 

廣野 美和  立命館大学准教授 

真家 陽一  名古屋外国語大学教授 

Vida Macikenaite 国際大学国際関係学研究科講師 

山﨑  周  キャノングローバル戦略研究所研究員  

渡辺 直土  熊本大学文学部准教授 

新田 順一  慶應義塾大学特任助教 

他外務省からのゲストなど総勢 35 名 

●議論／研究内容の概要： 

外部講師の高橋邦夫・日本総研国際戦略研究所副理

事長より「中国の“国内的要素”から見た体験的日中関

係」と題して報告を受け、その後全体で協議を行っ

た。高橋副理事長（右写真）の報告内容は次のリン

クのとおりである。  

https://www.jfir.or.jp/studygroup_article/8030/ 

https://www.jfir.or.jp/studygroup_article/8030/


 

第９回定例研究会合 

●日時、場所：2022 年 2 月 8 日 18 時～20 時 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：本事業の成果として、2023 年 3 月までに刊行予定の書籍についての検討、各メンバー

から執筆する論文について報告、意見交換 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学教授 

大澤 武司  福岡大学教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

諏訪 一幸  静岡県立大学教授 

内藤 寛子  日本貿易振興機構アジア経済研究所研究員 

廣野 美和  立命館大学准教授 

真家 陽一  名古屋外国語大学教授 

Vida Macikenaite 国際大学国際関係学研究科講師 

山﨑  周  キヤノングローバル戦略研究所研究員  

新田 順一  慶應義塾大学特任助教 

他総勢 18 名 

●議論／研究内容の概要： 

論文執筆に向けた報告： 

本事業の成果として、2023 年に刊行の書籍に収録

する論考内容として、飯田将史メンバーより「中

国によるスカボロー礁支配の政策過程」、林載桓

メンバーより「『ばらばらな権威主義』の終焉？

—軍民融合政策の政策過程—」、大澤武司メンバ

ーより「習近平政権の対日外交と歴史問題 ―『南京事件』追悼の国家公祭化に関する初歩的考察



―」、熊倉潤メンバーより「習近平時代の反テロ政策のアジェンダ・セッティング」、をテーマに

それぞれ報告を受け、全体で協議を行った。 

 

第１０回定例研究会合 

●日時、場所：2022 年 2 月 10 日 19 時～21 時 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：外部講師の宮本雄二・宮本アジア研究所代表の報告、自由討議など 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

高原 明生  東京大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

伊藤 亜聖  東京大学准教授 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学教授 

大澤 武司  福岡大学教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

小嶋華津子  慶應義塾大学教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

諏訪 一幸  静岡県立大学教授 

内藤 寛子  日本貿易振興機構アジア経済研究所研究員 

廣野 美和  立命館大学准教授 

真家 陽一  名古屋外国語大学教授 

山﨑  周  キヤノングローバル戦略研究所研究員 

新田 順一  日本国際フォーラム特別研究員 

他外務省からのゲストなど総勢 41 名 

●議論／研究内容の概要： 

外部講師の宮本雄二・宮本アジア研究所代表（写

真）より「変わりゆく国際秩序における日本の外交

戦略―中国の対外行動分析枠組みの構築を踏まえて

―」への所感として報告を受け、その後全体で協議



を行った。 

 

第１１回定例研究会合 

●日時、場所：2022 年 2 月 14 日 18 時～20 時 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：本事業の成果として、2023 年 3 月までに刊行予定の書籍についての検討、各メンバー

から執筆する論文について報告、意見交換 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

伊藤 亜聖  東京大学准教授 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学教授 

大澤 武司  福岡大学教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

諏訪 一幸  静岡県立大学教授 

廣野 美和  立命館大学准教授 

真家 陽一  名古屋外国語大学教授 

Vida Macikenaite 国際大学講師 

山﨑  周  キヤノングローバル戦略研究所研究員 

渡辺 直土  熊本大学文学部准教授 

新田 順一  日本国際フォーラム特別研究員 

他総勢 20 名 

●議論／研究内容の概要： 

本事業の成果として、2023 年に刊行の書籍に収録する論

考内容として、真家陽一メンバーより「中国の知的財産権

政策」、下野寿子メンバーより「習近平時代の恵台政策と

地方政府」、諏訪一幸メンバーより「統一戦線工作と中国

外交－工作対象の視点から－」、廣野美和メンバーより



「中国国連平和維持活動における政策過程：中国政策アクターの『学び』と集権的リーダーシッ

プ」、をテーマにそれぞれ報告を受け、全体で協議を行った。 

 

第１２回定例研究会合 

●日時、場所：2022 年 3 月 1 日 19 時～21 時 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：本事業の成果として、2023 年 3 月までに刊行予定の書籍についての検討、各メンバー

から執筆する論文について報告、意見交換 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

高原 明生  東京大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

伊藤 亜聖  東京大学准教授 

林  載桓  青山学院大学教授※ 

江口 伸吾  南山大学外国語学部教授 

大澤 武司  福岡大学人文学部教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

小嶋華津子  慶應義塾大学教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

Vida Macikenaite 国際大学国際関係学研究科講師 

山﨑  周  キヤノングローバル戦 

略研究所研究員 

新田 順一  日本国際フォーラム特別研究員 

他総勢 19 名 

●議論／研究内容の概要： 

本事業の成果として、2023 年に刊行の書籍に収

録する論考内容として、小嶋華津子メンバーよ

り「中国の個人情報保護法成立過程」、Vida 

Macikenaite メンバーより「中国の北極政策を

めぐる『制度的背景』」、山﨑周メンバーより

「中国のエネルギー外交の政策決定過程：国家発展改革委員会に着目して」、江口伸吾メンバーよ



り「中国の農村地域政策と『農業外交』の展開: 穀物の食料安全保障をめぐって」、をテーマにそ

れぞれ報告を受け、全体で協議を行った。 

 

第１３回定例研究会合 

●日時、場所：2022 年 3 月 1 日 19 時～21 時 

日本国際フォーラム「会議室」での対面およびオンライン形式を併用 

●テーマ：論文執筆に向けた報告、自由討議など 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

高原 明生  東京大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

伊藤 亜聖  東京大学准教授 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学教授 

大澤 武司  福岡大学教授 

熊倉  潤  法政大学准教授 

小嶋華津子  慶應義塾大学教授 

下野 寿子  北九州市立大学教授 

城山 英巳  北海道大学教授 

内藤 寛子  日本貿易振興機構アジア経済研究所研究員 

廣野 美和  立命館大学准教授 

真家 陽一  名古屋外国語大学教授 

山﨑  周  キヤノングローバル戦略研究所研究員 

渡辺 直土  熊本大学准教授 

新田 順一  日本国際フォーラム特別研究員 

他総勢 20 名 

●議論／研究内容の概要： 

本事業の成果として、2023 年に刊行の書

籍に収録する論考内容として、城山英巳メ

ンバーより「駐京大使館「人権外交」と習

政権下の対応―国家安全体制の変化と強化



―」、井上一郎メンバーより「SARS との比較における新型コロナ感染症と中国の政策決定」、内

藤寛子メンバーより「中国の環境保護政策の政策過程」、をテーマにそれぞれ報告を受け、全体で

協議を行った。 

 

【定例研究会合（感染症と国家能力プロジェクト）】 

第 1 回定例研究会合 

●日時、場所：2021 年 4 月 22 日 18 時 30 分～20 時、 

日本国際フォーラム「会議室」での対面式およびオンライン形式を併用 

●テーマ：本研究会運営に関する協議 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

伊藤 亜聖  東京大学准教授 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学教授 

廣野 美和  立命館大学准教授 

山﨑  周  キヤノングローバル戦略研究所研究員 

渡辺 直土  熊本大学准教授 

他総勢 12 名 

●議論／研究内容の概要： 

加茂具樹主査より本チーム（プロジェクト）の趣旨説明などが行われ、メンバーとの間で意見交換

がなされた。 

 

第２回定例研究会合 

●日時、場所：2021 年 7 月 8 日 19 時～21 時、 

日本国際フォーラム「会議室」での対面式およびオンライン形式を併用 

●テーマ：加茂主査、林載桓メンバー、渡辺真土メンバー、江口伸吾メンバーより報告、自由討議 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

伊藤 亜聖  東京大学准教授 

井上 一郎  関西学院大学教授 



林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学教授 

廣野 美和  立命館大学准教授 

山﨑  周  キヤノングローバル戦略研究所研究員 

渡辺 直土  熊本大学准教授など総勢 11 名 

●議論／研究内容の概要： 

加茂具樹主査より「『国家能力』」という概念について」、

林載桓メンバーより「COVID-19 に対する中国の対応ー国

家能力の再認識に向けてー」、渡辺真土メンバー（右写真

左側）より「共産党政権における感染症対策と基層社会の

ガバナンス」、江口伸吾メンバー（右写真右側）より「基

層社会における『網格化管理』の展開と社会ガバナンス－

新型コロナ危機にみられる統治能力のイノベーション－」と題して報告を受け、その後全体で協議

を行った。 

 

第３回定例研究会合 

●日時、場所：2021 年 7 月 29 日 19 時～21 時、 

日本国際フォーラム「会議室」での対面式およびオンライン形式を併用 

●テーマ：飯田将史防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長、井上一郎関西学院大学教授、廣野

美和立命館大学准教授、山﨑周キヤノングローバル戦略研究所研究員報告、自由討議 

●参加者：加茂 具樹  慶應義塾大学教授 / 日本国際フォーラム上席研究員 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

伊藤 亜聖  東京大学准教授 

井上 一郎  関西学院大学教授 

林  載桓  青山学院大学教授 

江口 伸吾  南山大学教授 

廣野 美和  立命館大学准教授 

山﨑  周  キヤノングローバル戦略研究所研究員 

渡辺 直土  熊本大学准教授 

他総勢 11 名 

●議論／研究内容の概要： 



飯田将史防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長

より「SARS とコロナをめぐる中国外交」、井上一郎

関西学院大学教授（右写真左側）より「感染症がも

たらす危機と中国外交」、廣野美和立命館大学准教

授（右写真右側）より「国際人道支援としての中国

コロナ外交：国家能力の変容という視点から」、山

﨑周キヤノングローバル戦略研究所研究員より「コロナ禍における中国の豪州に対する強硬姿勢と

その要因」と題して報告を受け、その後全体で協議を行った。 

 

 

前述のとおり、本事業は、力の分布の変化の担い手である中国の対外行動に影響をあたえる国内

要素を描き出し、国内政治という背景の下で、中国の対外行動を観察し理解するための分析枠組み

を提示することにある。これまでの日本における中国研究も、様々な分野の政策過程を分析し、誰

がどのように政策過程に関与しているのか、その特質を描き出すことに努めてきた。しかし、習近

平指導部の下で生じた国内政治と外交の変化を踏まえて、中国の対外行動に影響をあたえる国内要

素を、政策過程分析の枠組みを用いて体系的に描いた研究はほとんど存在しない。本事業は、誰が

どの様に中国の対外行動に影響をあたえているか、そしてその変化を説明するための分析枠組みを

提示しようとしているところに新規性がある。 

以上の目的を達成するために、「定例研究会合」では、これまで日本の中国の政策決定過程研究

を担ってきた第一人者を外部講師として招き、中国の「対外援助」、「産業政策」、「エネルギー

政策」、「海洋政策」、「電気通信事業改革」等の政策過程について協議を行い、まずはこれまで

の日本の現代中国研究が継続的に取り組んできた中国の政策決定過程研究の蓄積を再整理し、さら

に本事業の最新の研究成果を加えることによって、日本の新しい

中国の政策決定過程研究の基礎を固めることができた。 

さらに、本事業はその達成しようとする目的の範囲の広さに鑑

み、若手からシニア、さらにあらゆる分野の中国研究者がメンバ

ーとして集結し実施している。本事業では、これら一人一人が、

初年度より、右図の政策過程のサイクルという分析枠組を用いつ

つ、それぞれが担当するテーマにおける中国政策決定過程の分析

を行っている。本年度は、「定例研究会合」の回数を増やし、主に以下のリストのテーマのとおり

すべてのメンバーがその最新の研究成果を報告し、かつ全体で協議することによって、その内容を



精緻化をすることができた。なお、以下リストの分担のもとで各メンバーは論考を取り纏め、最終

年度はそれらを収録した書籍を刊行する。 

 

●飯田 将史 防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

 「中国によるスカボロー礁支配の政策過程」 

 「SARS とコロナをめぐる中国外交」 

●井上 一郎 関西学院大学総合政策学部教授 

「SARS との比較における新型コロナ感染症と中国の政策決定」 

「感染症がもたらす危機と中国外交」 

●林 載桓 青山学院大学国際政治経済学部教授 

 「軍民融合政策の政策過程」 

●江口 伸吾 南山大学外国語学部教授 

「中国の農村地域政策と『農業外交』」 

「基層社会における『網格化管理』の展開と社会ガバナンス 

●大澤 武司 福岡大学人文学部教授 

「習近平政権の対日外交と歴史問題」 

●熊倉 潤 法政大学法学部准教授 

「習近平時代の反テロ政策」 

●小嶋 華津子 慶應義塾大学法学部教授 

「中国の個人情報保護法成立過程」 

●下野 寿子 北九州市立大学外国語学部教授 

 「習近平時代の恵台政策と地方政府」 

●城山 英巳 北海道大学大学院メディア・コミュニケーション研究院教授 

「駐京大使館「人権外交」と習政権下の対応 

●諏訪 一幸 静岡県立大学国際関係学部教授 

 「統一戦線工作と中国外交－工作対象の視点から－」 

●内藤 寛子 日本貿易振興機構アジア経済研究所研究員 

「中国の環境保護政策の政策過程」 

●廣野 美和 立命館大学グローバル教養学部准教授 

「中国国連平和維持活動における政策過程」 

「国際人道支援としての中国コロナ外交 



●真家 陽一 名古屋外国語大学教授 

「中国の知的財産権政策」 

●Vida Macikenaite 国際大学国際関係学研究科講師 

「中国の北極政策」 

●山﨑 周 キャノングローバル戦略研究所研究員 

「中国のエネルギー外交の政策決定過程」 

「コロナ禍における中国の豪州に対する強硬姿勢」 

●渡辺 直土 熊本大学文学部准教授 

「共産党政権における感染症対策と基層社会のガバナンス」 

 

以上のほかに、「定例研究会合」には、元中国大使など対中国外交に携わってこられた実務者の

方々を外部講師として招き、これまでの経験を聴取するとともに本事業で進めている調査・研究内

容について意見交換を行うなどした。さらに各「定例研究会」には、広く各省庁などから現役の実

務者の方々がゲスト参加しており、それらの方々からのメンバーの報告に対するコメントなども受

け、これらによって本調査・研究内容が実際の外交政策と乖離せずに、その内容の精緻化をするこ

とができた。さらに、報告者の報告要旨など「定例研究会合」の成果は、後述のとおりホームペー

ジや機関誌などで公開している。これらに対して一般読者からのコメントが届くなどしており、本

事業の実施が、事業テーマの中国の対外行動を明らかにしようとする努力に対するオールジャパン

の体制構築のきっかけとなり始めている。こうした点は、日本の各界、各層との連携、日本国民の

外交・安全保障問題に関する理解増進にも大いに寄与することができた。 

さらに前述のとおり、本事業では、国内大手企業の調査部の方々との「非公開協議」を実施して

いる。これらは完全非公開のために日時、内容などは割愛せざるを得ないが、中国に進出している

企業関係者と中国の動向について忌憚のない意見交換を行った。企業では詳細な現地の実情など多

くの情報をもっており、それが本事業のメンバーが持つ長いタイムスパンの分析結果などを組み合

わせることで、双方にとって新たな中国理解につながっている。このことも、オールジャパンの体

制構築、日本国民の理解増進に寄与している。 

以上、本事業により、当方の情報収集・調査分析能力を強化・向上させ、かつそれらの成果をし

かるべく全世界に発信することができた。 

 

 



２．諸外国シンクタンク・有識者との連携の強化 

（※実施状況のほか、外国シンクタンク・有識者との連携がどれほど、どのように深めら

れたかを具体的に記載すること。） 

  

本事業では、諸外国シンクタンク・有識者との討論等として、以下のとおり計 3 回のセミナーを

開催し、さらに 1 回の海外研究機関主催会合への派遣・参加を行い、本調査・研究の対象である中

国との間で研究交流を実施した。 

 

日中座談会「日米首脳会談後の日米関係」の共催 

●日時、場所 2021 年 5 月 7 日 11 時～13 時、オンライン形式 

●共催相手：北京大学国際戦略研究院、慶應義塾大学 SFC 研究所日本研究プラットフォーム 

●テーマ：「日米首脳会談後の日米関係」 

●参加者：12 名 

【中国側】  

帰  泳濤  北京大学国際戦略研究院 

于  鉄軍  北京大学国際戦略研究院 

節  大磊  北京大学国際戦略研究院他 

【日本側】  

加茂 具樹  日本国際フォーラム上席研究員/ 

慶應義塾大学総合政策学部教授 

中山 俊宏  慶應義塾大学総合政策学部教授 

神保  謙  慶應義塾大学総合政策学部教授 

菊池 誉名  JFIR 理事・主任研究員 

●議論／研究内容の概要： 

「日米首脳会談後の日米関係」を総合テーマに、日中両側から報告を行い、全体で協議した。 

●外国シンクタンク・有識者との連携： 

本座談会は、昨年度より継続して、年に 3～4 回程度の回数で実施している会合である。中国の

政策形成に一定の影響力をもつ北京大学、また同大学の主要な研究者との間で継続的に、機微な

テーマにおいても忌憚のない意見交換を実施している。参加者は両国の学術界、また双方の国家

政策に影響を及ぼしていくことになる専門家であり、将来的な日中関係の推進のための有意義な



ネットワークや対話のパイプの構築につながっている。また、日本側の発言は、中国側参加者を

通じて中国の政府レベルにも届けられるため、日本の主張を中国側に認知させるということにも

大いに寄与している。こうした会合を継続的に行っていることで、中国側研究機関との信頼醸成

を行い、両国の関係がどのような状況においても、機微な問題についても議論することができる

日本側のパイプとしての当方の役割を確立することに繋がっている。なお、今回の会合では、日

米首脳会談後の日米関係について協議をすることで、中国側の関心事などを理解することに繋が

った。 

 

日中座談会「東アジアの経済秩序」の共催 

●日時、場所 2021 年 8 月 30 日 11 時～13 時、オンライン形式 

●共催相手：北京大学国際戦略研究院、慶應義塾大学 SFC 研究所日本研究プラットフォーム 

●テーマ：「東アジアの経済秩序」 

●参加者：12 名 

【中国側】  

鐘  飛騰  中国社会科学院アジア太平洋・ 

グローバル研究院大国関係研究室所長 

帰  泳濤  北京大学国際戦略研究院 

于  鉄軍  北京大学国際戦略研究院 

節  大磊  北京大学国際戦略研究院他 

【日本側】  

加茂 具樹  日本国際フォーラム上席研究員/慶應義塾大学総合政策学部教授 

伊藤 信悟  国際経済研究所主席研究員 

中山 俊宏  慶應義塾大学総合政策学部教授 

神保  謙  慶應義塾大学総合政策学部教授 

菊池 誉名  JFIR 理事・主任研究員 

●議論／研究内容の概要： 

「東アジアの経済秩序」を総合テーマに、

鐘飛騰・中国社会科学院アジア太平洋・グ

ローバル研究院大国関係研究室主任、伊藤

信悟・国際経済研究所主席研究員から報告

を行い、全体で協議した。 



●外国シンクタンク・有識者との連携： 

前述のとおり、本座談会は、昨年度より継続して、年に 3～4 回程度の回数で実施している会合

である。これまでは固定的なメンバーにて議論を行っていたが、今回よりテーマに応じて新たな

専門家を加えながら実施している。今回は中国社会科学院アジア太平洋・グローバル研究院大国

関係研究室の所長が新たに参加したが、これによって、同氏のみならず同シンクタンクとの連携

も強化され、当方が構築している日中双方の国家政策に影響を及ぼしている専門家同士のネット

ワークをさらに拡大することに繋がった。なお、今回の会合では、東アジアの経済秩序というこ

とで、中国の CPTTP 加盟への意欲など含めて協議を行い、中国側の関心事などを理解すること

に繋がった。 

 

日中座談会「米国の対アフガニスタン政策」の共催 

●日時、場所 2021 年 11 月 5 日 11 時～13 時、オンライン形式 

●共催相手：北京大学国際戦略研究院、慶應義塾大学 SFC 研究所日本研究プラットフォーム 

●テーマ：「米国の対アフガニスタン政策」 

●参加者：12 名 

【中国側】  

超  明昊  復旦大学米国研究センター研究員 

帰  泳濤  北京大学国際戦略研究院 

于  鉄軍  北京大学国際戦略研究院 

節  大磊  北京大学国際戦略研究院他 

【日本側】  

加茂 具樹  日本国際フォーラム上席研究員/ 

慶應義塾大学総合政策学部教授 

田中浩一郎  慶應義塾大学教授兼日本エネルギー経済研究所理事 

中山 俊宏  慶應義塾大学総合政策学部教授 

神保  謙  慶應義塾大学総合政策学部教授 

菊池 誉名  JFIR 理事・主任研究員 

●議論／研究内容の概要： 

「米国の対アフガニスタン政策」を総合テーマに、

田中浩一郎・慶應義塾大学教授兼日本エネルギー経

済研究所理事、超明昊・復旦大学米国研究センター



研究員から報告を行い、全体で協議した。 

●外国シンクタンク・有識者との連携： 

前述のとおり、本座談会は、昨年度より継続して、年に 3～4 回程度の回数で実施している会

合である。今回は復旦大学米国研究センターの研究員が新たに参加したが、これによって、同氏

のみならず同センターとの連携も強化され、当方が構築している日中双方の国家政策に影響を及

ぼしている専門家同士のネットワークをさらに拡大することに繋がった。なお、今回の会合では、

米国のアフガニスタン政策について協議を行い、中国側のアフガニスタンへの関心事などを理解

することに繋がった。 

 

The International Relations of Winter Olympics and Northeast Asia Cooperation 

Forum（“冬奥会的国际关系与东北亚合作” 国际学术会议）への派遣・参加 

●日時：2021 年 12 月 4 日（土）9 時～17 時 10 分（中国時間） 

●主催：中国社会科学院アジア太平洋・グローバル戦略研究院（The National Institute for 

Global Strategy, Chinese Academy of Social Sciences）など 

●使用言語：英語 

●派遣者：菊池 誉名  日本国際フォーラム理事・主任研究員 

●参加者：100 名程度 

  

●議論／研究内容の概要： 

本シンポジウムは、オープニングの基調講演などの後、"The Olympics and the International 

Relations"、 "Successful Experiences and Lessons of the Winter Olympics in South Korea and 

Japan" 、"The Beijing Winter Olympics and the New Opportunity for Northeast Asia 

Cooperation"の 3 つのセッションにて開催された。派遣者の菊池誉名は、"Successful 

Experiences and Lessons of the Winter Olympics in South Korea and Japan"のセッションにて、

中国、韓国からのパネリストとともに報告を行い、議論した。 

●外国シンクタンク・有識者との連携： 

中国の対外政策に影響を及ぼしている主要なシンクタンクである中国社会科学院アジア太平洋・

グローバル戦略研究院などが主催する国際シンポジウムに、日本の代表者として参加し、中国の

代表的な研究者、実務家、また韓国、モンゴルなどからのパネリストと英語で報告および協議を

を行った。本シンポジウムに参加することで、特に中国側のシンクタンク、研究者との間で忌憚

のない議論を行う環境整備に繋がり、当フォーラムと中国側シンクタンとの信頼構築につながっ



た。当日の議論では、中国側との認識が一致することはなかったが、冬季オリンピックという機

微な問題についても議論する日本側のパイプとしての当方の役割を益々確立することにつながっ

た。また参加した若手研究者の英語による発信強化、さらに後述のとおり、本シンポジウムは複

数の中国メディアが参加しており、特に新華社通信において派遣者のコメントが紹介されるなど

し、若手研究者の育成、さらに日本の主張の世界への積極的配信と国際世論形成に参画すること

につながった。 

 

 

 

以上のとおり、本事業では、中国の対外政策に影響を及ぼす中国の有力シンクタンクと共催の

もと、またその参加者は若手、中堅であるが将来も含めて中国対外政策立案に関与する有力な研

究者によって構成される各種のセミナーを実施した。また中国の有力シンクタンクが主催する国

際シンポジウムにパネリストを派遣した。これらを実現できたのは、当フォーラムが長年にわた

り中国のシンクタンク・有識者との間で真摯に協議を積み重ね、相互信頼の関係にあるためと言

えるが、こうした積極的な対話を継続していることで、新たな参加者が加わり、かつメディアな

どを通じてその活動が日中双方に一層広がっており、結果としてそれが中国との間でより良質な

協議を行い、関係の深化やあらたな関係の構築にもつながっている。前述のとおり、本事業では

CPTTP などを含めた東アジアの経済秩序、アフガニスタン情勢、各国からの北京冬季オリンピ

ックに対する外交ボイコットが注目されるなかでの冬季オリンピックのあり方など、機微な問題

について議論していること自体が特筆すべきことであると言えるが、さらに日本の主張をそれら

参加者を通じて中国側の政策決定者にも伝えることができた。これらの結果は、当方のホームペ

ージなどでも積極的に公開・発信しているが、同じく共催した中国側シンクタンクにおいてもホ

ームページなどを通じて積極的に公開・発信されている。さらに参加した中国通信社の新華社通

信でも取り上げれたことで広く中国メディアでも取り上げられ、日本の主張の世界への積極的な

発信にもつながり、さらに国民の外交・安全保障に関する理解増進に貢献し、国際社会世論形成

に貢献することができた。 

 

３．日本の主張の世界への積極的発信と国際世論

形成への参画 



（※実施状況のほか、発信がどう国際世論の形成への参画につながったかを具体的に記載

すること。） 

 

本事業では、日本の主張の世界への積極的発信と国際世論形成への参画に向けて、以下のとおり、

「日本語、英語、中国語による論考の発表」、「『JFIR Report：中国の対外行動を突き動かす力

学』の発行」、「日本語・英語ホームページおよびメールマガジン、機関誌『日本国際フォーラ

ム』による事業成果の公開・発信」、「共催したセミナーなどに対する海外シンクタンクにおける

公開・発信」を実施した。 

 

【日本語、英語、中国語による論考の発表】 

本事業では、前述のセミナーの開催やシンポジウムへ参加、またその成果の発信によって、日本

の主張の世界への積極的発信と国際世論形成への参画に寄与している。そのほかに、前述の定例研

究会合などを含めた当方事業の成果を取りまとめるとともに、研究メンバーにより以下計 5 本のコ

メンタリー（論考）を執筆し、ホームページにて公開するとともに、メールマガジンなどでも配信

した。さらにそれらを英訳および中国語にも訳して、英語ホームページや英語メールマガジンなど

でも配信し、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進とともに、日本の主張の世界への積極的

発信と国際世論形成への参画に寄与した。特に中国に対しては、中国語訳の論考を発表することで、

中国の幅広い層に日本の主張を伝えることにつながっている。なお、前述のとおり、各研究メンバ

ーはそれぞれの分担のもとで調査・研究を進めその成果を論考により纏めようとしている。それら

は最終年度に書籍として刊行するため、実際には下記以外にも多くの論考の執筆が進められている。 

 

●「習近平政権下の『歴史認識』変容―『負の歴史』『政治スタイル』 『対外方針』めぐり― 

城山 英巳 北海道大学大学院メディア・コミュニケー ション研究院教授 

●「中央地方関係から恵台 31 条を考える―廈門市の事例を中心に―」 

下野 寿子 北九州市立大学外国語学部教授 

●「中国の基層社会における『網格化管理』の展開と社会ガバナンス－新型コロナウィルス感染症

のパンデミックを契機として－」 

江口 伸吾 南山大学外国語学部教授 

●「習近平政権の対日外交と歴史問題―『南京事件』追悼の国家公祭化に関する初歩的考察の『草

案』―」 

大澤 武司 福岡大学人文学部教授 



●「習近平の統一戦線工作」 

諏訪 一幸 静岡県立大学国際関係学部教授 

 

【『JFIR Report：中国の対外行動を突き動かす力学』の発行】 

 本事業では、前述の各メンバーが執筆した「コメンタリー」のほか、

各定例研究会および公開ウェビナーなどの内容を記録したメモを収録し

た『JFIR Report：中国の対外行動を突き動かす力学』を刊行しホームペ

ージで公開するなどした。このように、本事業の詳細を積極的に公開す

ることで、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進とともに、日本

の主張の世界への積極的発信と国際世論形成への参画に寄与した。 

 

 

【日本語・英語ホームページおよびメールマガジン、機関誌『日本国際フォーラム』による

事業成果の公開・発信】 

 当フォームは本事業の活動成果を問うフォーラムのホームページに特設ページを開設して公開し、

また日本語・英語メールマガジン、機関紙『日本国際フォーラム会報』にて広く世の中に公開・発

信を行い、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進とともに、日本の主張の世界への積極的発

信と国際世論形成への参画に寄与した。 

 

【共催したセミナーなどに対する海外シンクタンクにおける公開・発信】 

 本事業で実施した中国側シンクタンクと共催の各種のセミナー、シンポジウムなどは、共催側の

中国側シンクタンクのホームページなどでも広く公開され、発信されている。このように、これら

の会合における日本側からの発言などが中国側でも紹介されることで、日本の主張の世界への発信

とともに、中国国内における日本の主張の拡散、また対日政策にも影響を及ぼすことに寄与してい

る。 

 

 主な掲載実績は以下のとおりである。 

●日中座談会「東アジアの経済秩序」の開催実績 

（北京大学国際戦略研究員ホームページにて 2021 年 9 月 1 日掲載） 

http://www.iiss.pku.edu.cn/dynamic/conference/4547.html 

●日中座談会「米国の対アフガニスタン政策」の開催実績 



（北京大学国際戦略研究院ホームページにて 2021 年 9 月 1 日掲載） 

 http://www.iiss.pku.edu.cn/dynamic/conference/4595.html （中国語） 

 

http://en.iiss.pku.edu.cn/dynamic/conference/4710.html （英語） 

http://www.iiss.pku.edu.cn/dynamic/conference/4595.html
http://en.iiss.pku.edu.cn/dynamic/conference/4710.html


 

 

このように本事業では、本事業で実施した

情報収集・調査分析の成果として、各メン

バーが日本語、英語、中国語にてコメンタ

リーを執筆し、ホームページや各種の広報

を通じて適切に全世界に向けて発信を行っ

た。また、それら当方主体の広報だけでな

く、セミナー・シンポジウムなどを、中国

側シンクタンクと適切な協議のもとで共催

することで、それらの成果は相手側シンク

タンクのホームページなどでも公開・発信

されており、諸外国の視点を取り入れつつ日本の立場や見解を諸外国カウンターパートに深く理解

させることにも寄与している。これらの成果から、本事業は日本の主張の世界への積極的発信と国

際世論形成への参画に寄与している。 

 

 

４．国民の外交・安全保障問題に関する理解増進 

(※実施状況のほか、活動がどのように国民の理解を増進したのか、どのような反響があっ

たかを具体的に記載すること。) 

 

本事業では、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進に向けて、以下のとおり、「シリーズセミ

ナー：中国を如何に捉え、どう向き合うか―中国の対外行動を突き動かしているダイナミクスを読

む」の開催、公開ウェビナー「2035 年の中国ー坂の上の雲か坂の下の淵か」の開催、「日本語、英語

ホームページによる事業成果の公開・発信」、「日本語、英語メールマガジンによる事業成果の公

開・発信」、「『会報』による事業成果の公開・発信」、「SNS による事業の告知・事業成果の公

開・発信」を実施した。 

 

【シリーズセミナー「中国を如何に捉え、どう向き合うか―中国の対外行動を突き動かして

いるダイナミクスを読む」の開催】 



 

 前述のとおり、本事業では国際社会の最大の関心事である中国の対外政策が如何に決定されている

のかを明らかにしていくことに務めているところ、事業のこれまでの実施によってすでに有益な研究

成果の蓄積がある。それら最新の知見を広く世の中に発表すべく組織したのが本シリーズセミナーで

ある。本セミナーは月１回のペースで開催し、毎回２名ずつの本研究プロジェクト・メンバーによる

報告、また同じく 1 名の本研究プロジェクト・メンバーによるコメント、さらに視聴者からの質疑応

答を行っている。なお、各セミナーでの報告、コメント、質疑応答の概要などは当方のホームページ

における本事業の特設ページにて、公開している。 

 

第１回「コロナ後の中国をどう捉えるのか」 

●日時、場所：2021 年 8 月 27 日 18 時～19 時 

●開催形式：Zoom ウェビナーによるオンライン 

●テーマ：「コロナ後の中国をどう捉えるのか」  

●プログラム： 

モデレター 加茂 具樹  慶應義塾大学総合政策学教授、学部長 

報  告  小嶋華津子  慶應義塾大学法学部教授 

「コロナ後の中国の政治社会をどう捉えるのか」 

飯田 将史  防衛研究所米欧ロシア研究室長 

「コロナ後の中国の対外政策をどう捉えるのか」 

討  論 

●出席者：約 110 名 



●議論／研究内容の概要： 

モデレター兼コメンテーターの加茂具樹主査の

もと、「コロナ後の中国をどう捉えるのか」を

全体テーマに、小嶋華津子メンバーより「コロ

ナ後の中国の政治社会をどう捉えるのか」、飯

田将史メンバーより「コロナ後の中国の対外政

策をどう捉えるのか」と題する報告、討論（視

聴者からの質疑応答含む）、の順で議論が行わ

れた。 

 

第２回「中国の地方の動きをどう捉えるのか」 

●日時、場所：2021 年 9 月 27 日 18 時～19 時 

●開催形式：Zoom ウェビナーによるオンライン 

●テーマ：「中国の地方の動きをどう捉えるのか」  

●プログラム： 

モデレター 加茂 具樹  慶應義塾大学総合政策学教授、学部長 

報  告  下野 寿子  北九州市立大学外国語学部教授 

「中国の地方政府と台湾」 

熊倉  潤  法政大学法学部准教授     

「中国の新疆政策における政策課題の変化」 

コメント  小嶋華津子  慶應義塾大学現代中国研究センターセンター長 

討  論（質疑応答） 

●出席者：約 200 名 

●議論／研究内容の概要： 

モデレターの加茂具樹主査のもと、「中国の地

方の動きをどう捉えるのか」を全体テーマに、

下野寿子メンバーより「中国の地方政府と台

湾」、熊倉潤メンバーより「中国の新疆政策に

おける政策課題の変化」と題して報告を受け、

それに対する小嶋華津子メンバーからのコメン

トを受けて討論した。さらに視聴者からの質疑



応答やコメントも受け付けて全体で討論した。 

 

第３回「中国の国家安全をどう捉えるのか」 

●日時、場所：2021 年 10 月 25 日 18 時～19 時 

●開催形式：Zoom ウェビナーによるオンライン 

●テーマ：「中国の国家安全をどう捉えるのか」  

モデレター 加茂 具樹  慶應義塾大学総合政策学部教授、学部長 

報  告  諏訪 一幸 静岡県立大学教授 

「習近平の統一戦線工作」 

井上 一郎 関西学院大学教授 

「中国政治のなかの中央外事工作委員会」 

 コメント  飯田 将史 防衛研究所米欧ロシア研究室長 

●出席者：約 210 名 

●議論／研究内容の概要： 

モデレターの加茂具樹教主査のもと、「中

国の国家安全をどう捉えるのか」を全体テ

ーマに、諏訪一幸メンバーより「習近平の

統一戦線工作」、井上一郎メンバーより

「中国政治のなかの中央外事工作委員会」

と題して報告を受け、それに対する飯田将

史メンバーからのコメントを受けて討論した。さらに視聴者からの質疑応答やコメントも受け付け

て全体で討論した。 

 

第４回「習近平の『新しい政策』をどう捉えるのか」 

●日時、場所：2021 年 11 月 25 日 18 時～19 時 

●開催形式：Zoom ウェビナーによるオンライン 

●テーマ：「習近平の『新しい政策』をどう捉えるのか」  

●プログラム： 

モデレター 加茂 具樹  慶應義塾大学総合政策学教授、学部長 

報  告  林  載桓  青山学院大学教授 

「中国の軍民融合政策の政策過程」 



廣野 美和  立命館大学准教授 

「国際人道支援としての中国コロナ対応」 

コメント  小嶋華津子  慶應義塾大学法学部教授 

討  論（質疑応答） 

●出席者：約 170 名 

●議論／研究内容の概要： 

モデレターの加茂具樹主査のもと、

「習近平の『新しい政策』をどう捉え

るのか」を全体テーマに、林載桓メン

バーより「中国の軍民融合政策の政策

過程」、廣野美和メンバーより「国際

人道支援としての中国コロナ対応」と題して報告を受け、それに対する小嶋華津子メンバーからの

コメントを受けて討論した。さらに視聴者からの質疑応答やコメントも受け付けて全体で討論した。 

 

第５回「米中間の対立と相互依存をどう捉えるのか」 

●日時、場所：2021 年 12 月 20 日 19 時～20 時 

●開催形式：Zoom ウェビナーによるオンライン 

●テーマ：「米中間の対立と相互依存をどう捉えるのか」  

●プログラム： 

モデレーター 加茂 具樹  慶應義塾大学総合政策学教授、学部長 

報  告   真家 陽一 名古屋外国語大学教授        

「中国の産業政策の再構築」 

山﨑  周 キヤノングローバル戦略研究所研究員 

「中国の対中東エネルギー外交と米国への依存」 

コメント   飯田 将史 防衛研究所米欧ロシア研究室長 

討  論（質疑応答） 

●出席者：約 140 名 

●議論／研究内容の概要： 

モデレターの加茂具樹主査のもと、「米中

間の対立と相互依存をどう捉えるのか」を

全体テーマに、真家陽一メンバーより「中



国の産業政策の再構築」、山﨑周メンバーより「中国の対中東エネルギー外交と米国への依存」と

題して報告を受け、それに対する飯田将史メンバーからのコメントを受けて討論した。さらに視聴

者からの質疑応答やコメントも受け付けて全体で討論した。 

 

第６回「習近平の『歴史決議』をどう捉えるのか」 

●日時、場所：2022 年 2 月 15 日 19 時～20 時 

●開催形式：Zoom ウェビナーによるオンライン 

●テーマ：「習近平の『歴史決議』をどう捉えるのか」 

●プログラム： 

モデレーター（コメント含む） 飯田 将史 防衛研究所米欧ロシア研究室長 

報  告   大澤 武司 福岡大学教授   

「中国共産党史の視点からみる第三の『歴史決議』」 

加茂 具樹 慶應義塾大学教授 

「流動する国際秩序と第三の『歴史決議』」 

討  論（質疑応答） 

●出席者：130 名 

●議論／研究内容の概要： 

モデレター兼コメンテーターの飯田将史メンバーのもと、「習近平の『歴史決議』をどう捉えるの

か」を全体テーマに、大澤武司メンバ

ーより「中国共産党史の視点からみる

第三の『歴史決議』」、加茂具樹主査

より「流動する国際秩序と第三の『歴

史決議』」と題して報告を受けて、討

論（視聴者からの質疑応答含む）、の

順で議論が行われた。 

 

 

●シリーズセミナー「中国を如何に捉え、どう向き合うか―中国の対外行動を突き動かし

ているダイナミクスを読む」の成果の概要： 

以上のとおり、本シリーズセミナーは、本事業で得た最新の知見や研究成果を広く世の中に発表す

べく 2021 年 8 月より毎月 1 回のペースで全 6 回開催したが、それらは国民の外交・安全保障問題



に関する理解増進のために様々な工夫をして実施した。まず毎回のテーマを、「コロナ後の中国を

どう捉えるのか」、「中国の地方の動きをどう捉えるのか」、「中国の国家安全をどう捉えるのか」、

「習近平の『新しい政策』をどう捉えるのか」（軍民融合政策、国際人道支援政策）、「米中間の対

立と相互依存をどう捉えるのか」、「習近平の『歴史決議』をどう捉えるのか」として、一般的には

調べ難い内容であるが関心が高まっているテーマをできるだけ設定した。さらに、1 回のセミナー

の時間を、報告者による 10 分づつの報告（20 分）、コメンテーターによるコメントおよび報告者

からの返答（20 分）、視聴者からの質問・コメントおよび報告者からの返答、さらにモデレーター

による総括（20 分）、の計 60 分で実施した。これによって、必ずしも必要のない補足説明や話し

の脱線を防ぎ、視聴者を含む参加者全員が初めから最後まで集中して参加できるようにした。また

質疑応答でも、類似の研究会合では、同じような質問ばかりが寄せられたり、必ずしも会合の内容

と関係がない質問が出されるなど間延びしてしまう傾向にあるが、本セミナーでは時間的にすべて

の質問それぞれに返答ができないこともあり、モデレーターが類似の質問を纏めるなど的確な交通

整理がなされてより焦点を当てた議論ができるようになっている。視聴者からは、これら本セミナ

ーの開催形式で工夫した点について賛辞が多く寄せられた。例えば、ある研究者からは「是非この

セミナーの形式を大学などの研究会でも使わせていただきたい」と時間配分などの詳細に対する問

い合わせを受けたり、2022 年 4 月以降もこのシリーズセミナーを継続してほしいとの要望、さら

に様々な研究者や有識者から報告者として登壇したいとの要望も複数寄せられている。なお、本セ

ミナーの案内は当フォーラムのホームページおよびメールマガジンの他、国際安全保障学会、アジ

ア政経学会をはじめとする学会や団体などでも告知を行った。さらに当日の報告および議論の概要

を要約したメモを当方のホームページ、印刷物である『日本国際フォーラム会報』、メールマガジ

ンなどでも積極的に公開・配信している。このように、本セミナーの実施によって、一般的には知

りうることが困難な個別テーマにおける最新の中国動向等について国民の理解増進に寄与し、さら

にその成果を広く公開・発信することで日本の主張の世界への発信と国際世論形成への参画にも寄

与している。さらに、毎回高い注目を受けることで、対中国政策に対して、国民全体を巻き込んだ

オールジャパンの体制構築にも寄与できている。そのことは、若手、女性、地方在住者も多いこと

も影響しており、本セミナーが若手研究者の育成にも寄与していると言える。さらに報告者の本研

究メンバーが毎回視聴者からの積極的なコメントを受けることで、本事業のメンバーにとっても、

その研究内容の深化に役立っており、当フォーラムの基礎的情報収集・調査研究能力の向上につな

がっている。 

 

 



【公開ウェビナー「2035 年の中国ー坂の上の雲か坂の下の淵か」の開催】 

 前述の「シリーズセミナー」は本事業の成果を広く公開し、かつ様々なコメントを受けることで

有益なフィードバックを得るものであった。本事業ではさらに、中国を長期的に展望する手がかり

を得るために、慶應義塾大学現代中国研究センターおよび防衛研究所からの協力（共催）をうけ、

以下のとおり、一般公開による JFIR公開ウェビナー「2035年の中国ー坂の上の雲か坂の下の淵

か」を主催した。 

 

●日時、場所：2022 年 3 月 14 日 15 時～16 時 45 分、オンライン形式 

●テーマ：「2035 年の中国ー坂の上の雲か坂の下の淵か」 

●プログラム： 

開会挨拶 渡辺 まゆ  JFIR 理事長 

報  告 杉浦 康之  防衛研究所・地域研究部中国研究室主任研究官 

小嶋華津子  慶應義塾大学現代中国研究センター長・法学部教授 

真家 陽一  名古屋外国語大学教授 

コメント 高原 明生  東京大学大学院法学研究科教授 

飯田 将史  防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室長 

渡邉真理子  学習院大学経済学部教授 

自由討議（質疑応答） 

総  括 加茂 具樹  JFIR 上席研究員／慶應義塾大学総合政策学部教授 

※モデレーター：加茂 具樹 JFIR 上席研究員／慶應義塾大学総合政策学部教授 

●参加者：約 280 名 

●議論／研究内容の概要： 



中国は、2035 年までに経済規模、国

際的影響力、軍事力、国民生活など

すべての面において先進国並みの水

準に達するとの目標を立て、着実な

進展をみせている。しかしながら、

最新の中国を論じた予測では、2030

年代に GDP で米国を越える一方で、

2060 年代には再び米国に抜かれると

いわれており、中国の発展が果たして恒常的なものなのかどうか、上り坂の中国だけでなく下り坂

になった場合の中国も視野に入れた長期的な視点を持つことが必要になっている。そこで、中国を

長期的に展望する手掛かりを得るために、杉浦康之・防衛研究所主任研究官、小嶋華津子・慶應義

塾大学現代中国研究センター長、真家陽一・名古屋外国語大学教授の 3 名の中国専門家より、軍事、

社会、経済面から報告を受け、さらに高原明生・東京大学大学院教授、飯田将史・防衛研究所地域

研究部米欧ロシア研究室長、渡邉真理子・学習院大学教授の３名の専門家からコメントを受け、徹

底討論した。さらに視聴者からの質疑応答やコメントも受け付けて全体で討論した。 

 

 

●「公開ウェビナー「2035 年の中国ー坂の上の雲か坂の下の淵か」の開催」の成果の概

要： 

本公開ウェビナーを慶應義塾大学現代中国研究センターおよび防衛研究所と共催することで、日本

を代表する中国研究機関との関係強化を行うことができた。また両機関それぞれの中国研究の蓄積、

例えば本ウェビナーでは防衛研究所の代表的な中国研究の成果である『中国安全保障レポート』の

執筆陣が登壇するなどして、それらの成果を本事業の知見に組み込むことができ有益であった。本

ウェビナーの案内は、当フォーラムのホームページおよびメールマガジンの他、国際安全保障学会、

アジア政経学会をはじめとする学会や団体などとともに、共催機関の慶應義塾大学現代中国研究セ

ンターのホームページでも告知を行った。こうした活動によって、多数の参加者が参加し、かつこ

れまで当方のみの会合には参加していなかった新たな参加者が加わるなどしており、今後の当方の

活動成果をさらに国内に広めることに繋がり始めている。さらに当日の報告および議論の概要を要

約したメモを当方のホームページ、印刷物である『日本国際フォーラム会報』、メールマガジンな

どでも積極的に公開・配信している。これらによって、国内の中国研究機関同士の横のつながりを

強化することに寄与し、またその知見を共有することで、それぞれの基礎的情報収取・調査研究能



力の向上にも寄与した。さらにウェビナーにおける報告・議論の要約を広く公開することで、国民

の外交・安全保障問題に関する理解増進にも大いに寄与することができた。 

 

【日本語、英語ホームページによる事業成果の公開・発信】 

本事業の活動成果を国内外に広く無料発信すべく、当方のウェブサイト（ https://www.jfir.or.jp/

 ）上に開設している特設ページ「中国の対外行動分析枠組みの構築」（https://www.jfir.or.jp/studyg

roup/sg3/）において、本事業の最新動向を常にアップデートしている。 

特に、「コメンタリー」では、前述の各メンバーが執筆したコメンタリー（論考）を日付、タイト

ルなどとともに一覧にして掲載し、それぞれの論考をスムーズに閲覧できるようにしている。 



 

 



 

「活動日誌」および「報告」では、事業で実施した研究会合、セミナー、シンポジウムなどの主な活

動を時系列に写真付きで一覧にし、さらにそれら会合で発表された講演内容やプレゼン資料などを掲

載している。 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

なお、以上の特設ページついては、英語版も作成し、当方の英語版ウェブサイト（https://www.jfir.or.

jp/e/index.htm）で掲載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

これらの特設ページについては、それぞれ全世界約 1 万人の登録者に配信している日本語メールマガ

ジンの『メルマガ日本国際フォーラム』、英語メールマガジンの『JFIR E-Letter』、また日本国内の

オピニオン・リーダー等約 3,000 人に配布されている『日本国際フォーラム会報』などでも紹介し、

発信している。 

 

【「日本語、英語メールマガジンによる事業成果の公開・発信」、「『会報』による事業成果の公開・

発信」】 

前述の当フォーラム特設ページで掲載したコメンタリー、会合メモなどの各種の更新内容について

は、それぞれ全世界約 1 万人の登録者に配信している日本語メールマガジンの『メルマガ日本国際フ

ォーラム』（ https://www.jfir.or.jp/jp/mailmagazine/#magazine_anchor ）、英語メールマガジンの

『JFIR E-Letter』（ https://www.jfir.or.jp/en/mailmagazine/#e_letter ）で配信を行った。また、前

述のシリーズセミナーなど、本事業で実施した活動内容を、当フォーラムの機関紙『日本国際フォー

ラム会報』（季刊）にて内容を紹介した。『日本国際フォーラム会報』は、精選されたわが国各界の

オピニオン・リーダー約３千人以上に配布するとともに、前述の当フォーラムのホームページで全文

公開し、さらに「メルマガ日本国際フォーラム」でも配信している。 

https://www.jfir.or.jp/jp/mailmagazine/#magazine_anchor
https://www.jfir.or.jp/en/mailmagazine/#e_letter


 

「SNS による事業の告知・事業成果の公開・発信」 

 本事業の一環として開催する各種イベントの告知や事業成果の公開にあたっては、当方ウェブサイ

トだけでなく、SNS 媒体を活用し、Facebook 上で積極的、かつタイムリーに発信している。 

 

 

 

このように、当方では本事業の成果、情報収集・調査分析、国内および海外の有識者、メディアなど

との討論、セミナー・シンポジウム、事業の成果として執筆されたコメンタリーなどを一般にわかり

やすくかつ使いうやすい形で掲載し、日本語、英語、および中国語にて国内、海外に発信もしている。

これらによって、国民の外交・安全保障問題に関する理解増進だけでなく、日本の主張の世界への積

極的発信と国際世論形成への参画に大いに寄与することができた。さらには、国内、海外における有

識者、研究機会に一層当方の活動が認知され、各種の共同研究の依頼を受けるなど、国内外のネット

ワークの構築にもつながった。またこれによって、これまで当方の活動を認識していなかった国内外

の方々に当方が認知され、例えばメールマガジン購読者数の増加につながり、さらに各種の共同研究

の依頼、特にメンバーの若手また首都圏以外在住の研究者に対する照会を受けるなど、当方機関の強



化だけでなく、国内研究者の活躍の場を広げることに大いに寄与することができた。さらに、当方に

おける基礎的情報収集・調査研究能力を向上させることにもつながった。 

 

 ３－２ 事業の実施状況・成果の定量的概要 

【調査】 

・情報収集・調査実施回数：20 回 

 

【会議】 

・研究会の実施数：16 回 

・シンポジウム／セミナー／ワークショップ等の主催・共催数：4 回 

・他団体主催のシンポジウム／セミナー／ワークショップ等への参加数：1 回 

 

【情報発信】 

・インタビューや報道発表の実施数：7 回 

・論文やコメンタリーの発出数：15 回 

・政策提言を含む報告書の発出数：1 回 

・学術誌の発行：4 回 

※ 主要なものにつき、審査委員や政府関係者などが閲覧できるよう URL（未発表のも

のは概要）を記載。また、上記以外の情報発信（メールマガジン配信、ウェビナー動

画の発信など、独自に実施している情報発信）も該当があれば記載すること。 

 

●JFIR ホームページ 

（日本語）https://www.jfir.or.jp/ 

（英語）https://www.jfir.or.jp/en/ 

 

●本事業特設ページ 

（日本語）https://www.jfir.or.jp/studygroup/sg3/ 

（英語）https://www.jfir.or.jp/en/studygroup/sg0/ 

 

●JFIR Policy Report 特集 海洋「世論」の創成に迫る 



https://www.jfir.or.jp/220417_sg2/ 

●『日本国際フォーラム会報』 

 https://www.jfir.or.jp/jp/mailmagazine/#newsletter_anchor 

 

●メルマガ日本国際フォーラム 

 https://www.jfir.or.jp/jp/mailmagazine/#magazine_anchor 

 

●JFIR E Letter 

 https://www.jfir.or.jp/en/mailmagazine/#e_letter 

 

 

 

 

https://www.jfir.or.jp/jp/mailmagazine/#newsletter_anchor
https://www.jfir.or.jp/jp/mailmagazine/#magazine_anchor
https://www.jfir.or.jp/en/mailmagazine/#e_letter


４－１ 事業実施体制 

・事業を実施するための人的体制、それぞれの役割分担等を記載のこと。 

・必要に応じ、それぞれの経験、能力等を示す資料を別添可。 

・若手、女性研究者、首都圏以外の研究者にカウントしている場合はそれを分かるように

すること。 

（※）年齢・性別は評価の際の参考情報として記載するものであり、対外公表はしない。 

１ 組織図（自由書式） 

 

 

 予算は事務局内の稟議を得て、事業統括者の決裁のもと執行する。なお、予算の管理は運営

担当および経理・総務にて管理している。 

 

２ メンバー詳細 

事業総括、グループリ

ーダー、研究担当、渉

外担当、経理担当等の

別 

 

氏名 

 

所属機関・部局・職 

 

役割 

事業総括者 

 

渡辺 繭  

 

日本国際フォーラム理

事長 

事業全体の総括 

 



 

研究担当（主査） 

 

 

 

研究担当（顧問） 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

 

 

加茂 具樹 

 

 

 

高原 明生 

 

 

 

飯田 将史 

 

 

 

伊藤 亜聖 

 

 

 

 

井上 一郎 

 

 

 

江口 伸吾 

 

 

 

小嶋 華津子 

 

 

 

 

 

慶應義塾大学総合政策

学部教授 / 日本国際フ

ォーラム上席研究員 

 

東京大学公共政策大学

院院長 / 日本国際フォ

ーラム上席研究員 

 

防衛研究所地域研究部

中国研究室主任研究官 

 

 

東京大学社会学研究所

准教授 

 

 

 

関西学院大学教授 

 

 

 

南山大学教授 

 

 

 

慶應義塾大学法学部教

授 

 

 

 

 

研究全体の総括 

 

 

 

顧問として調査・研

究の総括を補佐 

 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす安全保障

分野の分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす経済、デ

ジタル、情報、宇宙

分野の分析  

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす中国国内

の制度、体制分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす中国国内

の社会分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす中国国内

の諸要素の分析 

 

 



 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

 

熊倉 潤 

 

 

 

林  載桓 

 

 

 

大澤 武司 

 

 

 

 

下野 寿子 

 

 

城山 英巳 

 

 

 

諏訪 一幸 

 

 

 

内藤 寛子 

 

 

 

Vida Macikenaite 

 

 

日本貿易振興機構アジ

ア経済研究所研究員 

 

 

青山学院大学教授 

 

 

 

福岡大学人文学部教授 

 

 

 

 

 

北九州市立大学教授 

 

 

 

北海道大学教授 

 

 

 

静岡県立大学教授 

 

 

 

日本貿易振興機構アジ

ア経済研究所研究員 

 

 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす少数民族

動向の分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼすアジア諸

国の分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす歴史問題

の分析 

 

 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす政治経済

の分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす歴史認識

の分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす中国外交

の分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす中国の社

会制度の分析 

 



 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

 

 

研究担当（メンバー） 

 

 

 

研究担当（ライジングスタ

ーメンバー） 

 

 

研究担当（研究協力） 

 

 

 

 

研究担当（研究協力） 

 

 

廣野 美和 

 

 

 

山﨑  周 

 

 

 

 

 

渡辺 直土 

 

 

新田 順一 

 

 

 

伊藤 信悟 

 

 

 

 

神保 謙 

 

 

 

中山 俊宏 

 

 

 

 

国際大学准教授 

 

 

 

立命館大学准教授 

 

 

 

 

キヤノングローバル戦

略研究所研究員 

 

 

 

 

熊本大学文学部准教授 

 

 

 

慶應義塾大学特任助教 

 

 

 

国際経済研究所主席研

究員 

 

 

 

慶應義塾大学教授 

 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす少数民族

動向の分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす中国の国

際人道支援政策の分

析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼすエネルギ

ー分野等の分析 

 

 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす中国国内

の社会分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす中国国内

の制度、体制分析 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす経済・両

岸経済分野の分析協

力 

 

中国の対外行動に影

響を及ぼす国際情勢



 

 

研究担当（研究協力） 

 

 

 

運営担当 

 

 

 

 

運営担当 

 

 

運営（経理）担当 

 

 

菊池 誉名 

 

 

 

 

大矢  実 

 

 

伊藤 将憲 

 

 

慶應義塾大学教授 

 

 

 

日本国際フォーラム理

事・主任研究員 

 

 

日本国際フォーラム研

究員 

 

日本国際フォーラム事務

局長 

 

の分析協力 

 

米国を中心とした国

際政治動向の分析協

力 

 

事業の推進 

 

 

 

 

事業の推進（HP 担

当） 

 

事業の会計管理 

 

 ４－２ 事業実施体制の定量的概要 

研究者数合計 22 名 

うち若手（※）研究者数 11 名（全体の 50％） 

うち女性研究者数 5 名（全体の 22.7％） 

うち首都圏以外の研究者数 9 名（全体の 40.9％） 

 

 

 

 


